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今年度要求のポイント

区分
新規・拡充・重点

(単位　千円)

局・課名 市長公室　企画部　大都市政策担当
マスタープラン
３つの挑戦

－
マスタープラン

施策番号
7整理番号 01 - 014

関西広域連合

事業期間 　H　～　H　　

平成22年度決算額

2,000

5

・堺市の政令市への移行に伴い、政令
市、府県、経済団体等とともに、連携事業
や要望活動等を実施
・平成23年８月、堺市で「関西４都市元気
発信シンポジウム」開催
・平成23年９月、関西広域機構の解散。大
阪湾ベイエリア開発推進機構が関西にお
ける官民連携事業を承継

・連携事業と要望活動等の継続実施
・新規連携事業等の検討・実施
・平成24年４月、堺市及び大阪市、関西広域
連合へ加入（見込み）
※京都市及び神戸市は平成24年度中に加
入予定

【経過（～23年度）】 【24年度】

○指定都市市長会
全国の政令市との連携のもと、大都市制度の見直しや財源の拡充等について国等へ要望・提
言を行い、大都市行財政の推進と伸張を図る。
○関西４都市市長会議
関西の４政令市（京都市、大阪市、堺市、神戸市）に共通する諸課題について意見交換を行
い、課題解決に向けた連携を図ることを目的に開催。
○一般財団法人大阪湾ベイエリア開発推進機構（通称:関西地域振興財団）
関西地域を先導する大阪湾岸地域の一体的利用推進に関する事業及び関西地域の広域的課題
解決と新たな関西の創造に資する事業を行うことにより、多様な個性を有する関西地域の総
合力を引き出し、地域社会の発展に寄与する。
○関西広域連合
平成23年度現在、関西２府５県（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳
島県）により構成される地方自治法284条に規定する特別地方公共団体で、分権型社会の実
現、関西全体の広域行政を担う責任主体づくり、国の出先機関の事務の受け皿づくりを目的
とする。

事業目的

事業内容

スケジュール（経過及び今後展開）

合計

9,51610,749

平成23年９月解散

4,900 指定都市市長会分担金

内容・積算等項目 23年度予算

主な要求内容

全体事業費

45,302

平成24年度要求額

24年度要求額

指定都市市長会及び関西広域連合に係る分担金のほか、関西４都市市長会議、一
般財団法人大阪湾ベイエリア開発推進機構に係る必要な経費を計上した。

（単位：千円）

・連携事業と要望活動等の継続実施
・新規連携事業等の検討・実施

【今後（25年度～）】

その他　特記事項

9,516

2,402 旅費等2,116

38,000 関西広域連合分担金

関連事業

45,302

指定都市市長会

その他

事 業 名 地方分権及び広域連携推進事務（政令市）

0

5,400

関西広域機構

事 業 費

全国の政令市並びに関西の政令市、府県及び経済団体等と共通課題の解
決に向けて連携した取組を行い、圏域の活性化や行財政運営を推進する
ことを目的とする。

平成23年度予算額

地方分権及び広域連携推進事務

1月31日 修正 


